
農薬使用量の削減による生物多様性保全効果は「鳥類の農薬リスク評価・管理手法マニュ

アル」（環境省 2013)による生態リスクに基づいて評価する。「有機飼料の日本農林規格」（農

林水産省 2018）では、化学合成農薬の使用は認められていないため、有機飼料生産の取組

はすべて無農薬栽培となる。農薬の生態リスクは、農薬を使用しなければゼロリスクとなるた

め、本取組はすべてゼロリスクで、生物多様性保全効果も最高ランクの S 評価となる。 

 

【引用文献】 
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７．文献レビュー 

 
１） 堆肥の適正還元の取組（メニュー①） 

草地や飼料畑への堆肥還元に伴う土壌からの窒素溶脱を予測するためには、土壌中の窒素動

態を予測・評価できるメカニスティックな数理モデルが必要である。これまで、多くの研究が行われ、

様々なモデルが開発されてきた。その中には、土壌中の不均質な水移動・溶質輸送等に注目した

MACRO など（Jarvis et al., 1991; Selim and Ma, 1998）、水移動・溶質輸送の数学的な記述の再現

の正確さを特に重視した HYDRUS（Šimůnek et al., 2008; Radcliffe and Šimůnek, 2010）、土壌中の

炭素－窒素間の相互作用を簡易モデル化した LEACHM（Hutson and Wagenet, 1991; Hutson, 
2005）や SOILN（Johnsson et al., 1987）、作物の生育等も含めて土壌－植物系全体をモデル化し

た APSIM（Keating et al., 2003）、CERES（Jones and Kiniry, 1986）、DNDC（Gilhespy et al., 2014）、
EPIC（Williams, 1995）、RZWQM/RZWQM2（Ahuja and Ma, 2011）等がある。これらモデルの特長

については、比較・検討がなされているが（Shaffer et al., 2001; Nolan et al., 2005; Cannavo et al., 
2008; Cichota and Snow, 2009）、堆肥等の有機物を連用した土壌からの窒素溶脱を長年に渉って

評価でき、かつ、様々な土壌・作物・気象・肥培管理条件下の土壌で予測精度の検証が行われた

モデルは見当たらない。特に、日本の畑土壌の約半分を占める黒ボク土への適用性の確認や、堆

肥等の有機物連用土壌からの窒素溶脱の長期観測データによるモデル検証は必要不可欠である。

Asada et al.（2013）は、上記の様々なモデルから LEACHM を選択し、特に黒ボク土への適用性の

向上を中心にモデルを改良した。更に、国内各地の畑（Asada et al., 2013; 2015; 2018; 永沢ら, 
2017）、果樹（郷内ら, 未発表）、草地（八木ら, 2012）でのモデル検証を行った。多くのモデルの中

から LEACHM が選択された主な理由は、モデルを記述する数式が土壌物理学の基礎に忠実で

複雑な工夫がされていないこと、モデル内容が単純で理解し易いため使用目的に応じて改良し易

いことである。国内では、DNDC（澤本, 2005）、SOILN-jpn（前田ら, 2008）、HYDRUS（森塚ら, 2012）
による窒素溶脱のモデル化も行われているが、様々な条件下の堆肥連用畑で検証されているモデ

ルは LEACHM 以外に無く、国際的にもそのようなモデルは他に無い。 
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２） 国産副産物の利用促進（メニュー②） 

日本では、循環型社会の形成を目標に、2000 年に「循環型社会形成推進基本法」（環境省, 
2000）が制定されて以後、様々な廃棄物等の循環利用についての取り組みが進められている． 
北海道（2013）によれば、北海道の農村地域では、稲わら、もみ殻等の農作物の非食用部が、

年間約 150 万トン発生し、その約 90%が利用されているが、畜産農家との連携による飼料、敷料へ

のさらなる利用促進が求められている。また、北海道沿岸地域では、漁業系残さ・水産加工残さと

して、約 37 万トンが発生し、その約 98%が再生利用されているが、更なる利用方法の開発や拡大

等を図る必要があるとされている。都市地域では、約 111 万トンの食品加工残渣が発生し、飼料や

肥料等として約 96％が利用されているが、主に家庭から排出される生ごみ約 61 万トンの利用率は

約 8％と低い。北海道のホタテ貝殻については、毎年約 20 万トンのホタテ貝殻が廃棄されている

（ホタテ貝殻粉末充填新素材有効化技術実証協議会, 2009）との情報もある。また、漁港漁場漁村

総合研究所（2005）によれば、北海道の漁業系廃棄物発生量調査における総排出量は約 44 万ト

ン（2002 年）であり、そのうち 43%をホタテ貝殻が占めている。青森エコサイクル産業協働組合

（2020）によれば、ホタテ産業は、青森県を代表する主要産業であり、年間約 8 万トンのホタテ貝が

安定生産されているが、ホタテ貝の加工過程では副産物として年間 4～5 万トンの貝殻が発生して

いる。焼成、粉砕など、様々な再生利用に努めているが、発生する貝殻の約 7 割を占める半成貝、

新貝の用途が未だ手探り状態にあり、このまま貝殻の用途が確立されなければ、ホタテ加工業を

窮地に追い込む事にもなりかねないという。 
福岡県水産海洋技術センターの研究報告（内藤・松井, 2013）によれば、筑前海のカキ養殖業

では，大量のカキ殻が発生し、その多くが焼カキ殻の有機石灰肥料等として活用されている。一方、

海外に目を向けると、米国のチェサピーク湾では、カキ資源の再生と持続可能なカキ生産のため

に、Oyster Recovery Partnership（2020）が、Shell Recycling Alliance を 2010 年に設立し、食品加工

場やレストラン等から出るカキ殻を無料で回収し、再び海に戻す取り組みが行われている。それま

では埋め立て等に利用されていたカキ殻を、100%海に戻す活動を進めることで、廃棄物処理費用

を削減し、カキ殻はカキ礁として機能している。カキ養殖にとってカキ礁は非常に重要であり、日本

の有明海では以前はカキ礁を利用していたが、カキ礁がたまり海が浅くなるとノリ養殖が出来なくな

るとの理由で広範囲で除去され、今はイカダを使っており、海底に溜まるであろう糞による水質汚

染の懸念も指摘されている（野口, 2008）。 
エコフィード（ecofeed）とは、“環境にやさしい”（ecological）や“節約する”（economical）等を意味

する“エコ”（eco）と“飼料”を意味する“フィード”（feed）を併せた造語であり、食品製造副産物（醤油

粕や焼酎粕等、食品の製造過程で得られる副産物）や売れ残った食品（パンやお弁当等、食品と

しての利用がされなかったもの）、調理残さ（野菜のカットくずや非可食部等、調理の際に発生する

もの）、農場残さ（規格外農産物等） を利用して製造された家畜用飼料を指す（農林水産省生産

局畜産部飼料課, 2019）。畜産全体の飼料自給率は現在 25%だが、「食料・農業・農村基本計画」

（農林水産省, 2015）では 2025 年度の飼料自給率目標を 40％に設定しており、エコフィードは、と

うもろこしや大豆粕など輸入濃厚飼料原料の代替として、飼料自給率を向上させ、穀物相場に翻

弄されない畜産経営を実現させるための施策の一環として位置付けられている。2007 年の「食品リ

サイクル法」（農林水産省, 2020）の改正では、食品残渣由来の肥・飼料により生産された農畜水産

物を食品事業者が引き取る循環型の再生利用事業計画の認定制度を設け、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（廃棄物処理法）」（環境省, 2020）の一般廃棄物の収集運搬業の収集先及び

運搬先における許可を不要とする措置を設定し、食品循環資源のリサイクルを促している。国内外

を問わず、食品廃棄物を家畜飼料として利用する取り組みは、活発に行われている（Westendorf, 
2000; Sugiura et al., 2009）。 
農林水産省生産局畜産部飼料課（2019）によれば、エコフィードの製造数量は近年ほぼ横ばい

で推移しており、2018 年度（概算）のエコフィード製造数量は約 119 万 TDN トンとなる。これは、濃

厚飼料のトウモロコシ約 149 万トン（実量）に相当し、年間輸入数量の約 13%に当たる。ただし、国

産原料由来のエコフィードの製造数量は 32 万 TDN トンであり、新たな「食料・農業・農村基本計

画」における 2025 年度の濃厚飼料自給率目標（20%）の達成のためには、2025 年度までに 50 万
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TDN トンまで拡大する必要がある。なお、エコフィード生産に関する安全性の確保については、農

林水産消費安全技術センター（2020）により、「食品残さ等利用飼料の安全性確保ガイドライン」が

設定されている。 
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３） スラリー等の土中施用（メニュー③） 

草地飼料畑などにスラリー等の液状きゅう肥を還元する際は、悪臭発生による苦情やアンモニア

揮散による環境負荷に留意が必要である。北海道のチモシー採草地に表面散布された乳牛のス

ラリーからのアンモニアの揮散率（アンモニアの含有量に対する揮散量の百分率）は、散布量が増

えると増加する傾向が認められ、散布量が 60 Mg ha-1以下では 32%、60 Mg ha-1 以上では 42%と

報告された（Matsunaka et al., 2008）。アンモニア揮散は作物が利用できる窒素成分の損失に他な

らず、アンモニア揮散を軽減すれば、作物の窒素吸収が促進される（松中ら，2003; Webb et al., 
2010）。なおスラリー、尿液肥、メタン発酵消化液のアンモニア態窒素濃度は、1.7, 2.1, 1.9 g/kg と

報告されている（松本, 2008; 中村, 2012; 横濱, 2008）。また酪農経営体ではスラリー散布時のほ

か、スラリー貯留や堆肥化などの排せつ物の処理時、さらに牛舎内でもアンモニアが揮散する（寳

示戸ら，2003）。 
水に対するアンモニアの溶解度（20℃、1 気圧）は 702 mL/mL と非常に大きい。このためアンモ

ニアの滞空時間は比較的短く、植生や土壌に乾性沈着するとともに、雨雪に溶け湿性沈着として

地表に降り注ぐ（寳示戸ら，2006; Hojito et al., 2010）。このため集約酪農地域から揮散したアンモ

ニアの半分以上が、乾性沈着と湿性沈着により当該地域内に舞い戻ると推定された（寳示戸，

2011）。地表に沈着したアンモニアは、自然生態系の富栄養化と酸性化、硝酸態窒素の溶脱によ

る水質汚染、一酸化二窒素の生成やメタン酸化の阻害による温暖化促進の原因となる（Vitousek 
et al. 1997; Reay et al. 2012）。 

またアンモニアは大気中の粒子状物質の濃度を左右する（Bauer et al., 2016）。硫酸や硝酸がア

ンモニアと反応して生じる硫酸アンモニウムや硝酸アンモニウムなどの粒子状物質はアンモニアよ

り沈着し難いため、滞空時間が比較的長く気流に乗り長距離を運ばれ易い（林，2011）。なお粒子

状物質は呼吸器などに沈着し、人々の健康に様々な悪影響をもたらす原因となる（Lelieveld et al., 
2015）。 
国内ではバキュームタンカーの後部に衝突板（スプラッシュプレート）を装着し、スラリーを噴射し

て跳ね返し、霧状に撒き上げながら散布する場合が多い。この散布方法は衝突板方式と呼ばれ、

アンモニアが気相に移行し易いため比較的多量のアンモニアが揮散する。一方スラリーをインジェ

クタで土中施用すると、大気とスラリーの接触が少なく臭気成分やアンモニアを土壌が吸着するた

め、悪臭発生やアンモニア揮散を抑制できる。類似の方法としてバンドスプレッダ（帯状施用）やト

レーリングシューでもアンモニア揮散を抑制できる（Misselbrook et al.，2002; Smith et al.，2000）。こ
れらの方法ではスラリーを株元に直接施用するため、牧草再生後に実施すれば悪臭発生やアン

モニア揮散を効率的に抑制できる（DEFRA, 2009）。 
国内ではスラリー施用法を表面散布から土中施用（浅層注入）に変更するとアンモニア揮散率

が 77%、帯状施与に変更すると 36%抑制された（松中・三枝，2016）。英国では衝突板方式と比べ、

インジェクタ（浅層注入）、トレーリングシュー、バンドスプレッダ（帯状施用）によりアンモニア揮散が

73%、57%、26%抑制された（Misselbrook et al., 2002）。インジェクタ、バンドスプレッダ、トレーリン

グシューは乾物率が 6%以下のスラリーを衝突板方式より均等に施用できる（Chambers et al., 2001）。
作物へのダメージはバンドスプレッダ、トレーリングシューで最も少ない。 

スラリーの土中施用により一酸化二窒素の発生量が増える場合、減る場合、変化しない場合が

報告されている（Chadwick et al., 2011）。このことは土壌水分の多寡などの違いにより、スラリー土

中施用が必ずしも温室効果ガスの発生を助長しないことを意味する。 
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４） サイレージ生産の適正管理（メニュー④） 
酪農家 1 戸当たり乳牛飼養頭数の増加に伴う労働力不足を背景に、飼料生産を外部委託する

経営体が増加している。特に、酪農家 1 戸当たり経営面積が大きい北海道では、コントラクタなど

による収穫作業の効率性を確保するため、原料草を十分に予乾せずサイロ詰めせざるを得ない場

面が多い（北村，2013; 野中・古川，2006; 篠田 2017）。高水分の原料草でサイレージを調製する

と、排汁が発生することが知られている（Borreani et al.，2018）。原料草の乾物率（D, %）と排汁によ

る乾物損失（Y, %）の間には、以下の経験式が成立する。 
Y = 17.614 - 0.0538 D (Miller & Clifton, 1965) 
Y = 0.01+194.3 e -0.023 D (Bastiman & Altman, 1985) 

原料草の水分率が 87.5%の場合、排汁による乾物損失は 10%以上に及ぶが、水分率 65%～

75%の場合、排汁の発生量は極めて少ない（McDonald et al., 1995）。北海道では水分率 75%、

80%、85％における排汁の発生量は原料草 1 トン当たり 20、90、200 L 程度と推定されており、全

排汁量の約半分が牧草収納後 1 か月以内に発生した（山本ら，2005）。排汁の発生量はサイロの

種類やサイズ、踏圧の程度、原料草の切断長などの影響を受けるが水分率は最も重要な要因で

ある（安宅，1986）。排汁を最小限に抑制するには、原料草の水分率を 70%～75%より少なくするこ

とが推奨されている（DEFRA, 2009; Gebrehanna et al.，2014; 志藤ら，2005）。 
排汁の発生はサイレージの栄養成分の損失を意味するが、同時に周辺水系の汚染に留意が必

要である。北海道の調査によると排汁は生化学的酸素要求量（biological oxygen demand, BOD）が

25200-40969 mg-O2/L、窒素濃度が 0.12%-0.29%、リン（P2O5）濃度が 0.08%-0.20%の範囲にあっ

た（山本ら，2005）。排汁が河川などに流入すると可溶性有機物の分解により水中の溶存酸素が消

費されるため魚が住めなくなる。また窒素やリンが河川などに流入すると富栄養化や地下水汚染の

原因となるほか、窒素が地下水を経由し河川から海洋に移動する際には一酸化二窒素の間接排

出が問題となる（Gebrehanna et al.，2014; 澤本ら，2010）。 
このような水質汚濁や水質悪化を防ぐには、排汁をスラリーストアや排汁槽などに貯留し、液肥と

して適切に圃場還元することが大切である。既述のように高水分の原料草では、重量の 1 割以上

に及ぶ排汁が発生する可能性があるため、大型のバンカーサイロでは充分な容量の貯留槽を整

備する必要がある。排汁の牧草地への還元に際しては、低pH（3.5-5.0）による接触障害を防ぐため、

水、畜舎汚水、スラリーなどで 2 倍に希釈するとともにカリウム過剰に留意する（DEFRA, 2009; 田
村，2006; 山本ら，2005）。スラリーと排汁を混合する際は腐卵臭を伴う有毒ガスである硫化水素の

発生に注意が必要である（Gebrehanna et al.，2014）。 
 水分率はサイレージの発酵品質を左右する（野中・古川，2006）。高水分では酪酸発酵が進み、

酪酸やアンモニアなどが生成し、極端な場合は腐敗する。一般的なカビによる変敗は、サイレージ

調製時の水分率に加え、可溶性炭水化物含量、サイロの種類とサイズ、貯蔵期間、季節（気温）、

開封から使い切るまでの日数の影響を受ける。しかし、変敗したサイレージを完全混合飼料（total 
mixed rations, TMR）に少量混合すると牛は採食するため、部分的に変敗したサイレージをどの程

度廃棄するかは、酪農家ごとに判断が異なるのも事実である。なおサイレージの発酵品質は、サイ

レージの pH、あるいは、有機酸とアンモニア含量から求められる V-スコアによる評価が可能である

が、発酵品質が高いほどサイレージ開封後の変敗が速い場合がある。 
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５） 温室効果ガス放出量低減の取組（メニュー⑤） 

土壌有機物中の炭素量は植物バイオマス中の炭素量の約 3 倍、大気中炭素量の約 2 倍に相

当する（木村・波多野，2005; Ciais ら, 2013）。自然生態系を農用地に転換すると植生からの有機物

の供給量が減り、耕起により土壌有機物の分解が助長される。産業革命以後、農業等による土壌

有機物の分解による CO2 発生量は、化石燃料の消費による CO2 発生量の半分に相当すると推定

されている（Lal, 2004）。なお産業革命以前には、産業革命以後の人為起源 CO2 発生量（農業＋

化石燃料消費）に匹敵する有機物が農業等の土地利用変化で失われたと推定されている。 
土壌炭素蓄積を促進する農地管理は裸地期間を短くし、耕起頻度を少なくすることが基礎とな

る（Paustian et al., 1997）。草地生態系は根系などから土壌に供給される有機物が農耕地より多く、

耕起による有機物分解が少ないため土壌有機物が蓄積し易い（Paustian et al.，2016）。適切な放

牧圧の維持、施肥、環境条件に適合した牧草の導入など生産性を改善する草地管理は新しい平

衡状態に向け土壌有機物を増加させる（Conant, 2001）。 
IPCC ガイドラインの土壌炭素変化係数のデフォルト値（冷温帯湿潤）は完全耕起の 1.00 に対し

不耕起栽培が 1.09 に設定されている（IPCC, 2019）。このことは不耕起栽培を実施すれば完全耕

起との比較において、土壌炭素を 20 年間で 9%増やせることを意味する。 
またメタン発酵消化液は牧草根や消化液に含まれる炭素の一部が残存し、表層土壌の炭素が

増加するため土壌炭素貯留に有効であり、粒径が 250 または 1000 µm 以上の土壌団粒を増加さ

せた（桑原ら，2016; 保井ら，2005a; 保井ら，2005b）。メタン発酵消化液はスラリーより有機物含量

が少ないが、易分解性有機物の一部がメタンに変換される過程で難分解性有機物の割合が相対

的に増えるため、メタン発酵消化液とスラリーによる土壌炭素蓄積は同等である場合が多い

（Möller, 2015; Möller, 2009）。なおメタン発酵消化液の炭素濃度（0.5%～3.41%）と窒素濃度

（0.2%～0.5%）は、原料や雨水混入などの条件に左右されるが、それぞれ平均 1.8%（n = 9）、
0.34%（n = 9）だった（藤川ら，2008; 松中ら，2002; 松中ら，2003; 中村ら，2012; 保井ら, 2005a; 
柚山ら，2007; 澤本ら，2011）。 

またメタン発酵消化液はスラリーより乾物率が小さいため土壌に浸透し易いがアンモニア濃度と

pH が高いため、アンモニア揮散が少ないトレーリングシューなどによる施用が望まれる（Wulf et al.，
2002）。 
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６） 化学肥料利用量の削減（メニュー⑥） 

可消化養分総量（total digestible nutrients, TDN）で見ると、日本は飼料の約 4 分の 3 を輸入して

いる（農水省，2016）。このことは日本の窒素収支は輸入過剰であり、輸入飼料から排せつ物に移

行した養分は、土・水・大気など環境への窒素負荷を高めることを意味する（寳示戸ら，2003）。国
内の酪農による環境負荷を抑制するには、輸入飼料から排せつ物に移行した養分を草地飼料畑

や農耕地に還元し、粗飼料をはじめ様々な作物生産で利用される化学肥料を減らすことが大切で

ある（森，2015）。 
乳牛の堆肥は比較的多くのカリウムを含み、その多くが水溶性であるため、堆肥施用を開始した

初年目から、カリウムの施肥量を大幅に節減できる場合が多い。堆肥を連量すれば堆肥から供給

される無機態窒素量が増えるため、窒素肥料の利用量も段階的に節減できる。堆肥連用時の減肥

可能量は地域の施肥標準などに記載されている（北海道立農業・畜産試験場家畜ふん尿プロジェ

クト研究チーム，2004）。このように物質循環に立脚した飼料生産は水系への環境負荷を抑制する

とともに、以下で述べるように温暖化緩和に寄与する（森，2016）。 
窒素は土壌微生物による形態変化の過程で、強力な温室効果を持つ一酸化二窒素（N2O）を生

成する。国内では化学肥料や堆肥に含まれる窒素のうち、0.62%が N2O となり大気中に放出される

と推定されている（Akiyama et al., 2006）。化学肥料や堆肥などの施用は、作物生産に必要不可欠

だが、このように N2O の発生を助長する側面を持ち、土壌中への無機態窒素の供給量が多いほど

N2O 発生量が多くなる（Mu ら, 2009）。このため堆肥から供給される無機態窒素を考慮し、化学肥

料の利用量を節減することが、N2O を削減する上でも大切である（Mori & Hojito, 2012; Mori & 
Hojito, 2015a）。 

さらに堆肥などの有機物施用は土壌への炭素貯留を促進し、温暖化緩和に寄与する（Shimizu 
et al., 2009）。国内の採草地に表面散布された堆肥の分解率は、国内の代表的な採草地 4 サイト

における 3 年間に及ぶ実測値を基礎に 25%と報告されている（Shimizu et al., 2014a）。このことは

残り 75%の堆肥が土壌有機物として炭素貯留に寄与することを意味する。なおスラリーより堆肥の

方が土壌への炭素貯留を促進する効果が高いと報告されている（Mori & Hojito, 2015b）。 
以上から、粗飼料生産で排せつ物をリサイクルし、化学肥料の利用量を節減すれば、一酸化二

窒素の発生量を増やさず、土壌への炭素貯留を促進することで温暖化緩和に寄与できる（Hirata 
et al., 2013; Mori, 2016; Shimizu et al., 2014a; Shimizu et al., 2014b）。 
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７） 連作防止の実施（メニュー⑦） 

土地利用変化は土地の被覆や管理を変化させ、陸域生態系が保持する炭素プールを撹乱す

るとともに大気中の二酸化炭素濃度を増減させる。人為起源の二酸化炭素の発生量のうち、土地

利用変化の占める割合は 12%から 15%と推定されている（Van der Werf et al.，2009）。土壌への炭

素貯留のポテンシャルは国や地域、気候条件などで異なるが植林（～0.6 t-C/ha/year）、草地転換

（～0.5 t-C/ha/year）、有機物施用（～0.5 t-C/ha/year）、作物残渣の鋤き込み（～0.35 t-C/ha/year）、
不耕起と省耕起（～0.3 t-C/ha/year）、輪作（0.2 t-C/ha/year）などの有効性が確認されており草地転

換は比較的大きな炭素貯留ポテンシャルを持つ（Minasny ら，2017）。永年性作物は単年性作物よ

り根からの炭素供給量が多く、土壌生物と土壌構造の相互作用により、土壌炭素を増やす効果が

大きいと指摘されている（Conant et al.，2001, Kayser et al.，2018, Six et al., 2002）。また、耕起は土

壌中に酸素を供給し、根の分解速度を速めることが知られている（Dietzel et al.，2017）。 
既往文献 74 報のメタ分析によれば、土壌炭素ストックは草地を農耕地に転換すると 59%減少し

たが、林地を草地に転換すると 8%、農耕地を草地に転換すると 19%増加した（Guo & Gifford, 
2002）。さらに、既往文献 103 報のメタ分析によれば、土壌炭素ストックは草地を農耕地に転換する

と 0.89 Mg/ha/year 減少したが、草地を林地に転換しても変化せず、農耕地を草地に変換すると

0.30 Mg/ha/year、林地を草地に変換すると 0.68 Mg/ha/year 増加した（Deng ら，2016）。林地や農

耕地から草地への土地利用変化に伴う土壌炭素ストックの増加は、牧草根から多量の有機物が草

地に供給されたことの影響が大きいと考えられている（Sparling et al.，1992; Cerri et al.，1991）。 
20 年間に亘り麦栽培と休閑を隔年で反復した長期試験では、休閑期間を耕起より不耕起で管

理した処理区で粒子状有機物が多く含まれ土壌炭素（0-20 cm）も多かった（Cambardella & Elliott, 
1992）。この試験では作物残渣の投入量に差がなかったことが確認されている（Fenster & Peterson, 
1979）。 
 
引用文献 
1) Baker JM, Ochsner TE, Venterea RT, Griffis TJ (2007) Tillage and soil carbon sequestration—

What do we really know? Agric. Ecosyst. Environ., 118, 1–5. 
2) Cambardella CA, Elliott ET (1992) Particulate soil organic-matter changes across a grassland 

cultivation sequence. Soil Sci. Soc. Am. J., 56, 777–783. 
3) Conant RT, Paustian K, Elliott ET (2001) Grassland management and conversion into grassland: 

effects on soil carbon. Ecol. Appl., 11, 343–355. 
4) Cerri CC, Volkoff B, Andreaux F, Leopoldo PR (1991) Nature and behaviour of organic matter in 

soils under natural forest, and after deforestation, burning and cultivation, near Manaus. For. Ecol. 
Manage., 38, 247-257. 

5) Deng L, Zhu G, Tang Z, Shangguan Z (2016) Global patterns of the effects of land-use changes 
on soil carbon stocks. Glob. Ecol. Conserv., 5, 127-138. 

6) Dietzel R, Liebman M, Archontoulis S (2017) A deeper look at the relationship between root 
carbon pools and the vertical distribution of the soil carbon pool. Soil, 3, 139–152. 

7) Fenster CR, Peterson GA (1979) Effects of no-tillage fallow as compared to conventional tillage 
in a wheat-fallow system. Res. Bull. Nebraska Agric. Exp. Stn., 289, 1–28. 

8) Guo LB, Gifford RM (2002) Soil carbon stock and land use change: a meta analysis. Glob. Chang. 
Biol., 8, 345–360. 

9) Kayser M, Müller J, Isselstein, J (2018) Grassland renovation has important consequences for C 
and N cycling and losses. Food Energy Secur., 7, e00146. 

10) Lal, R. Soil carbon sequestration to mitigate climate change. Geoderma, 2004, 123, 1–22. 
11) Minasny B, Malone BP, McBratney AB, Angers DA, Arrouays D, Chambers A, Chaplot V, Chen 

Z-S, Cheng K, Das BS, Field DJ, Gimona A, Hedley CB,Hong SY, Mandal B, Marchant BP, 
Martin M, McConkey BG, Mulder VL, O'Rourke S, Richer-de-Forges AC, Odeh I, Padarian J, 
Paustian K, Pan G, Poggio L, Savin I, Stolbovoy V, Stockmann U, Sulaeman Y, Tsui C-C, Vågen 
T-G, van Wesemael B, Winowiecki L (2017) Soil carbon 4 per mille. Geoderma, 292, 59-86. 

12) Paustian K, Lehmann J, Ogle S, Reay D, Robertson GP, Smith P (2016) Climate-smart soils. 
Nature, 532, 49–57. 

64



13) Six J, Feller C, Denef K, Ogle S, de Sa Moraes, J.C, Albrecht A (2002) Soil organic matter, biota 
and aggregation in temperate and tropical soils—Effects of no-tillage. Agronomie, 22, 755–775. 

14) Sparling GP, Shepherd TG, Kettles HA (1992) Changes in soil organic C, microbial C and 
aggregate stability under continuous maize and cereal cropping, and after restoration to pasture in 
soils from the Manawatu region, New Zealand. Soil Tillage Res., 24, 225–241. 

15) Van der Werf GR, Morton DC, DeFries RS, Olivier JGJ, Kasibhatla PS, Jackson RB, Collatz GJ, 
Randerson JT (2009) CO2 emissions from forest loss. Nature Geosci., 2, 737–738. 

  

65



８） 放牧の実施（メニュー⑧） 

放牧飼養と舎飼飼養から発生する温室効果ガスを比較する際には、消化管内発酵から発生す

るメタン、排せつ物管理から発生するメタンと一酸化二窒素、トラクタの燃料消費から発生する二酸

化炭素を加算し総合的に考慮する必要がある。 
放牧飼養は舎飼飼養より乾物摂取量（dry matter intake, DMI）が増えるため、消化管内発酵に

由来するメタン発生量は放牧飼養が舎飼飼養より多い（農研機構，2008; Shibata et al., 1993）。放
牧飼養は舎飼飼養より採食時間や歩行距離が多いため、家畜が消費するエネルギーも増えること

が原因である。 
舎飼飼養と比べると放牧飼養の維持エネルギー要求量は、平坦地における集約放牧で 115%、

やや起伏のある高低差 50 m の放牧地で 125%に増える（農研機構，2008）。本事業は舎飼飼養を

ベースラインに設定し、草地管理を採草から放牧に変更する場合を想定し、平坦地で舎飼飼養と

放牧飼養を比較する。 
日本国温室効果ガスインベントリ報告書（温室効果ガスインベントリオフィス，2018）によれば、舎

飼飼養の DMI は搾乳牛が 19.5 kg/頭/日、乾乳牛が 10.6 kg/頭/日、育成牛が 7.7 kg/頭/日である。

これをベースラインにすると放牧飼養における DMI は搾乳牛が 22.4 kg/頭/日、乾乳牛が 12.2 kg/
頭/日、育成牛が 8.9 kg/頭/日に増加する。 

消化管内発酵によるメタン発生量（Y, CH4-L/頭/日）は、DMI（kg/日/頭）の関数として、以下の経

験式で推定される（柴田ら, 1993）。 
Y = -17.766 + 42.793×DMI-0.849×(DMI)2 

舎飼飼養を放牧飼養に変更し DMI が増えると、消化管内発酵によるメタン発生量は搾乳牛で

0.353 から 0.368（kg-CH4/頭/日）、乾乳牛で 0.243 から 0.270（kg-CH4/頭/日）、育成牛で 0.187 から

0.210（kg-CH4/頭/日）に増加する。 
また放牧飼養は舎飼飼養よりふん尿が乾き易いため、排せつ物管理のメタンと一酸化二窒素の

発生量が少ない（Osada et al., 2005; Mori & Hojito, 2015）。すなわち乳牛のふん尿に含まれる有

機物のうち堆積発酵による堆肥化では 3.80%、放牧では 0.076%がメタンとして、乳牛のふん尿に

含まれる窒素のうち堆積発酵による堆肥化では 2.40%、放牧では 0.684%が一酸化二窒素として、

それぞれ大気中に拡散する（温室効果ガスインベントリオフィス，2018）。一般的に、ふんより尿に

含まれる窒素の方が一酸化二窒素に変換され易いが（Mori & Hojito, 2015; van der Weerden et al., 
2011; Yamulki et al., 1998）、ふんと尿に含まれる総窒素量に対し上記の排出係数が設定されてい

る。 
日本国温室効果ガスインベントリ報告書（温室効果ガスインベントリオフィス，2018）によれば、ふ

んの排せつ物量は搾乳牛が 45.5 kg/頭/日、乾乳牛が 29.7 kg/頭/日、育成牛が 17.9 kg/頭/日、尿

の排せつ物量は搾乳牛が 13.4 kg/頭/日、乾乳牛が 6.1 kg/頭/日、育成牛が 6.7 kg/頭/日、ふんの

有機物量は 16%、尿の有機物量は 0.5%であることから、排せつ物中の有機物量は、搾乳牛が

7.35 kg/頭/日、乾乳牛が 4.78 kg/頭/日、育成牛が 2.90 kg/頭/日と推定される（築城・原田，1997）。
以上を舎飼飼養のベースラインとし、放牧飼養により排せつ物量も 15%増えると仮定すると、排せ

つ物中の有機物量は、搾乳牛が 8.45 kg/頭/日、乾乳牛が 5.50 kg/頭/日、育成牛が 3.33 kg/頭/日
と推定される。 
排せつ物管理におけるメタンの排出係数を乗じると、舎飼飼養では、搾乳牛で 279 g/頭/日、乾

乳牛で 182 g/頭/日、育成牛で 110 g/頭/日、放牧飼養では、搾乳牛で 6.42 g/頭/日、乾乳牛で 4.18 
g/頭/日、育成牛で 2.53 g/頭/日のメタンが発生すると推定される。 
一方、日本国温室効果ガスインベントリ報告書（温室効果ガスインベントリオフィス，2018）によれ

ば、ふんの窒素排せつ量は搾乳牛が 152.8 g/頭/日、乾乳牛が 38.5 g/頭/日、育成牛が 85.3 g/頭/
日、尿の窒素排せつ量は搾乳牛が 152.7 g/頭/日、乾乳牛が 57.8 g/頭/日、育成牛が 73.3 g/頭/日
であることから、排せつ物中の窒素量は、搾乳牛が 306 g/頭/日、乾乳牛が 96.3 g/頭/日、育成牛が

159 g/頭/日となる。以上を舎飼飼養のベースラインとし、放牧飼養により排せつ物量が 115%に増

えると、排せつ物中の窒素量は、搾乳牛が 351 g/頭/日、乾乳牛が 111 g/頭/日、育成牛が 182 g/
頭/日と推定される。 
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排せつ物管理における一酸化二窒素の排出係数を乗じると、舎飼飼養では、搾乳牛で 7.33 g/
頭/日、乾乳牛で 2.31 g/頭/日、育成牛で 3.81 g/頭/日、放牧飼養では、搾乳牛で 2.40 g/頭/日、乾

乳牛で 0.757 g/頭/日、育成牛で 1.25 g/頭/日の一酸化二窒素が発生すると推定される。 
 さらに舎飼飼養はトラクタの燃料消費に由来する二酸化炭素が発生する。本事業は土壌の CO2

吸収量「見える化」サイトを使用し、舎飼飼養でトラクタから発生する二酸化炭素を推定した（白戸，

2016）。牧草の乾物収量を 10 t/ha/年、採草地の化石燃料由来 CO2 発生量を 1.51 t/ha/年（見える

化サイトの出力値）とすると、乾物 1 kg 当たり発生量は、0.151 kg-CO2eq/kg 乾物と推定される。舎

飼飼養では搾乳牛（DMI: 19.5 kg/頭/日）で 2.94 kg-CO2eq/頭/日、乾乳牛（DMI: 10.6 kg/頭/日）で

1.60 kg-CO2eq/頭/日、育成牛（DMI: 7.7 kg/頭/日）で 1.16 kg-CO2eq/頭/日と推定される。なお放牧

飼養ではトラクタから発生する二酸化炭素をゼロとみなした。 
温暖化係数（100 年間での影響、IPCC2007）を CO2=1, CH4=25, N2O=298 とし、消化管内発酵

から発生するメタン、排せつ物管理から発生するメタンと一酸化二窒素、トラクタの燃料消費から発

生する二酸化炭素の温室効果を加算すると、舎飼飼養では搾乳牛で 22.2 kg-CO2eq/頭/日、乾乳

牛で 13.31 kg-CO2eq/頭/日、育成牛で 10.36 kg-CO2eq/頭/日、放牧飼養では、搾乳牛で 10.5 kg-
CO2eq/頭/日、乾乳牛で 7.21 kg-CO2eq/頭/日、育成牛で 5.91 kg-CO2eq/頭/日の温室効果ガスが発

生すると試算される。以上のことから、舎飼飼養を放牧飼養に変更すれば、温室効果ガス発生量

を搾乳牛で 11.7 kg-CO2eq/頭/日、乾乳牛で 6.10 kg-CO2eq/頭/日、育成牛で 4.45 kg-CO2eq/頭/日
抑制できる。 
なお一般的に放牧地は採草地よりふん尿の還元率が高いため土壌への炭素蓄積が大きい

（Allard et al., 2007; Conant & Paustian, 2002; Soussana et al., 2010）が、本事業では放牧地と採草

地のふん尿の還元率を 100%と仮定し、土壌への炭素蓄積は同等と見なした。耕作放棄地を利用

した黒毛和種の繁殖経営では、放牧飼養が舎飼飼養より温室効果ガス発生量が少ない（Tsutsumi 
et al., 2014）が、褐毛和種の周年放牧では、放牧飼養が舎飼飼養より温室効果ガス発生量が多い

と報告されている（瀬戸口ら，2016）。一方で、水田で生産される国産飼料を利用して温暖化影響

の少ない子牛生産を行うためには、牧草の放牧利用が最も効果的であるとの指摘もある（千田・荻

野，2013）。放牧地の地形は、舎飼飼養に対する放牧飼養の採食量の増加率を左右し（農研機構，

2008）、堆積発酵による堆肥化時の CH4、N2O の排出係数（温室効果ガスインベントリオフィス，

2018）は、乳用牛が肉用牛より大きいため、地形や畜種の違いは、放牧飼養による温室効果ガス

発生量を変化させる可能性がある。 
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９） 農薬使用量の削減（メニュー⑨） 

日本の農業では作用スペクトルの広い農薬が使用されるため、農薬施用によって非標的生物に

も影響が及び、しばしば生物多様性の損失要因となっている（池田，2015; Katayama et al., 2015）。
農業が生物多様性に及ぼす影響に関する研究は、国内では水稲栽培を対象とした研究が多いも

のの（例えば、江崎・田中編 1998； Usio & Miyashita, 2014）、飼料畑や牧草地の研究はほとんど

ない。海外では酪農が盛んなヨーロッパで草地の管理形態と生物多様性の関係に関する研究が

あり、無農薬栽培によって複数の分類群において種数が増えることが報告されている（Haas et al., 
2001; Batáry et al., 2012）。日本では火入れや刈り取りで維持される半自然草地であれば生物多様

性の研究事例は多いが（大窪, 2002; 須賀 2010; 楠本・稲垣 2014）、半自然草地では農薬を使用

しないため本事業のスコープとは異なる。しかしながら、国内の水田を対象とした生物多様性研究

では、有機栽培や減農薬栽培といった農薬使用量の削減によって一定の生物多様性保全効果が

認められることが報告されている（Amano et al., 2011; Katayama et al., 2019）。したがって、同様な

効果は飼料畑や牧草地であっても期待できる。 
 農薬使用量の削減による生物多様性の保全効果を評価するためには、生物多様性の評価方法

が定まっている必要がある。しかし、飼料畑や牧草地の評価手法としては、吉田・東山（2014）がク

モ類と草原性蝶類を指標とする手法を報告しているが、東北地域のみに適用可能な手法とされて

おり、全国に適用可能な手法は確立されていないのが現状である。これを確立するためには、日

本全国を対象として、農薬使用量の異なる圃場の生物を同一の方法で調査を行い、得られたデー

タに基づいて評価手法を検討する必要がある（例えば、農林水産省農林水産技術会議事務局ほ

か, 2012）。しかしながら、通常、これを確立するためには 4-5 年程度の年月を必要とするため、本

事業のように単年度で確立することは困難である。 
 代替方法としては、陸域生態系における農薬の生態リスクを評価する手法である「鳥類の農薬リ

スク評価・管理手法マニュアル」（これ以降、鳥類マニュアル）が環境省が主体となって検討されて

おり（環境省水・大気環境局, 2013）、この評価手法を飼料畑や牧草地に適用することが考えられる。

この手法は鳥類に対する農薬リスクを評価する手法であるが、鳥類を用いることにした理由は、「こ

こでは高次消費者に位置づけられる生態的地位、農薬の非標的生物であること、既存情報の有無

などの観点から、鳥類を評価対象としてリスク評価手法を開発することとした」と書かれている。農薬

の影響は生物の種類によって異なることが知られているので（Katayama et al., 2019）、本来は複数

の分類群を用いて評価すべきところであるが、関連する知見の蓄積が少ないため、暫定的な措置

として鳥類で評価している。しかし、農地を利用する鳥類は生物多様性の変動を表す OECD の農

業環境指標（Farmland Bird Index）に採用されており（OECD, 2014）、国際的観点からも本手法の

優位性が認められる。 
 鳥類マニュアルでは、評価対象の農薬を使用しても良い許容水準を「TER>10」を満たすこととし

ている。ここで、TER は農薬の毒性と暴露量の比（Toxicity/Exposure Ratio）を指し、鳥類の急性毒

性（LD50：半数致死量）を農薬暴露量で除した値であり、これが高いほど鳥類へのダメージが小さ

い農薬であることを示す。TER を計算するときに使用する急性毒性はスズメに対する急性毒性（強

制経口投与試験による LD50）を用いることとしている。スズメが選ばれた理由は、農村地域で普通

に見られること、小型鳥類であるため農薬感受性が高いこと、評価に必要な各種データの取得が

容易であること等が挙げられている。農薬登録の際に提示が義務づけられている鳥類急性毒性値

はウズラまたはマガモを試験生物としている場合が多いため、ウズラまたはマガモの LD50 からスズ

メの LD50 を推定して使用する。また、農薬暴露量の評価では 5 つの暴露シナリオ（水稲採食、果

実採食、種子採食、昆虫採食、田面水の飲水）が想定されているが、本事業は飼料畑と牧草地が

対象なので、昆虫採食シナリオで評価することが妥当と考えられる。ただし、飼料畑用に購入する

デントコーン・ソルガム等の種子には、農薬（殺虫剤または殺菌剤）が使用されていることが多く、生

態リスク評価としては無視できない。しかし、本事業では購入した種子に処理された農薬は規定に

含まれていないため、本事業の評価では考慮しないこととする。 
 一方、この TER を生物多様性保全効果の代理指標とするには検討すべき重要な問題がある。そ

れは、この評価手法が農薬の薬剤別の生態リスクを評価する手法であって、生産者の減農薬取り
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組みによる効果を評価する手法ではない点である。エコ酪事業における減農薬の取り組みは農薬

の使用量を低減する取組だけではなく、農薬の成分使用回数（農薬に含まれる有効成分の延べ

使用回数）を低減するものがある。したがって、TER を保全効果の代理指標とするためには、使用

した薬剤の TER を算出するだけでは不十分であり、農薬の成分使用回数を低減した効果を評価

に反映させる必要がある。 
 
引用文献 
1) Amano T, Kusumoto Y, Okamura H, Baba YG, Hamasaki K, Tanaka K, Yamamoto S. 2011. A 

macro-scale perspective on within-farm management: how climate and topography alter the effect 
of farming practices. Ecology Letters, 14, 1263–1272. 

2) Batáry P, Holzschuh A, Orci MK, Samu F, Tscharntke T (2012) Responses of plant, insect and 
spider biodiversity to local and landscape scale management intensity in cereal crops and 
grasslands. Agriculture, Ecosystems & Environment, 146, 130–136. 

3) 江崎保男・田中哲夫編 (1998) 水辺環境の保全－生物群集の視点から．朝倉書店, 東京. 
4) Haas G, Wetterich F, Köpke U (2001) Comparing intensive, extensified and organic grassland 

farming in southern Germany by process life cycle assessment. Agriculture, Ecosystems & 
Environment, 83, 43–53. 

5) 池田浩明（2015）農業の特性と生物の応答. 日本生態学会編, 人間活動と生態系, 共立出版, 
東京, 103–126. 

6) 環境省水・大気環境局 (2013) 鳥類の農薬リスク評価・管理手法マニュアル. 環境省水・大気

環境局. 
(URL: http://www.env.go.jp/water/dojo/noyaku/ecol_risk/man_avian/full.pdf) 

7) Katayama N, Baba YG, Kusumoto Y, Tanaka K (2015). A review of post-war changes in rice 
farming and biodiversity in Japan. Agricultural Systems, 132, 73–84. 

8) Katayama N, Osada Y, Mashiko M, Baba YG, Tanaka K, Kusumoto Y, Okubo S, Ikeda H, 
Natuhara Y (2019) Organic farming and associated management practices benefit multiple 
wildlife taxa: A large-scale field study in rice paddy landscapes. Journal of Applied Ecology, 56, 
1970–1981. 

9) 楠本良延・稲垣栄洋 (2014) 草原の維持による特異な生物多様性の保全．環境情報科学, 43, 
14–18． 

10) 農林水産省農林水産技術会議事務局・農業環境技術研究所・農業生物資源研究所 (2012) 
農業に有用な生物多様性の指標生物調査・評価マニュアル. 農林水産省農林水産技術会議

事務局・農業環境技術研究所・農業生物資源研究所. 
11) OECD (2014) Green Growth Indicators for Agriculture: A Preliminary Assessment. OECD 

Publishing (https://dx.doi.org/10.1787/9789264223202-en) 
12) 大窪久美子 (2002) 日本の半自然草地における生物多様性研究の現状. 日本草地学会誌, 

48, 268–276. 
13) 須賀丈 (2010) 半自然草地の変遷史と草原性生物の分布．日本草地学会誌, 56, 225–230. 
14) Usio N, Miyashita T, eds. (2014) Social-ecological restoration in paddy-dominated landscapes. 

Springer, Tokyo. 
15) 吉田信代・東山雅一（2014）草地における指標生物の選抜．農業に有用な生物多様性の指標

及び評価手法の開発(プロジェクト研究成果シリーズ 506 号), 317–322，農林水産省農林水産

技術会議事務局． 
  

70



10) 有機飼料生産の取組（メニュー⑩） 

有機飼料生産の取組は、「有機畜産物の日本農林規格」又は「有機飼料の日本農林規格」に基

づく飼料作物の栽培が対象となる。有機飼料の日本農林規格は、原則として、農業の自然循環機

能を維持・増進し、化学合成の肥料及び農薬を使わず、土壌由来の農地の生産力を発揮させ、環

境への負荷を低減する生産方法が求められる（舘野 2007）。牧草生産では最初の収穫前に 2 年

以上、その他の作物生産では播種前に 2 年以上、放牧地では家畜の放牧前に 3 年以上農薬と

化学肥料を使用せず、有機飼料の輸送から貯蔵などにおいて非有機質飼料の混入を避けるな

ど、多岐に亘る厳格な基準を全てクリアする必要がある。 
北海道で有機畜産による牛肉生産を実践する八雲牧場では、ファームゲート窒素収支が推定さ

れ、化成肥料や購入飼料を使用せず、環境に配慮した牛肉生産が可能であり、クローバの窒素固

定が、当該牧場の牛肉生産を支えることが明らかとなった（Hojito et al., 2016）。さらに、八雲牧場

では、ライフサイクル評価が実施され、枝肉 1 kg 当たりの温室効果ガス発生量が、有機飼料の利

用により低下すると指摘された（Tsutsumi et al., 2018）。 
この他には、有機畜産の厳格な基準の下に、窒素溶脱量、一酸化二窒素（N2O）放出量、土壌

炭素貯留量を測定した事例は見当たらない。そこで、以下では肥料として家畜ふん堆肥のみを施

用した栽培条件下における測定事例について、有機飼料生産が環境に及ぼす影響を調査した研

究結果を紹介する。 
 有機飼料生産のためといえども、家畜ふん堆肥を過剰な量連用すると地下水の硝酸態窒素濃度

は上昇する。長崎県のイタリアンライグラス-飼料用トウモロコシ体系では、牛ふん主体の家畜ふん

堆肥を連用すると、施用 2 年後までは堆肥施用量（5～20 t/10a/年）が増加しても、深さ 40 cm で採

水した土壌溶液の硝酸態窒素濃度が 10 mg N/L を超過する日数は増加しなかったが、連用３年

目以降、施用量の増加とともに超過日数は増加した（大津ら，2010）。そのため、堆肥連用条件下

ではとくに、土壌窒素肥沃度の高まりに配慮しながら堆肥施用量を加減する必要がある。宮崎県

の都城地区の黒ボク土を充填したライシメータ試験（夏作：青刈りソルガム＋冬作：イタリアンライグ

ラス）では、7 年間の平均値でみると、同地区の施肥基準区（化学肥料：450 kg N/ha/年＋厩肥 60
トン：543 kg N/ha/年）の生草収量（173.5 t/ha/年）に比べて、厩肥区（60 t/ha、543 kg N/ha/年）は

67.0 t/ha/年と低かった（大嶋ら 1990）。北海道のチモシーを栽培したライシメータ試験では、バイオ

ガスプラントから出るメタン発酵消化液の春施用区と秋施用区を設定し、化学肥料区（硫安施用）と

比較したところ、春施用区の乾物生産は化学肥料区と同等であり、窒素溶脱は化学肥料区よりわ

ずかに少ないことが示された（澤本ら, 2010; Matsunaka et al., 2006）。ただし、アンモニア揮散が生

じたため、環境中への窒素負荷量は全体として増加した。北海道根釧地方のチモシーを栽培した

ライシメータ試験では、スラリー施用区（60、130、190 t/ha/年）と化学肥料の施肥基準区（140 kg 
N/ha/年）の窒素溶脱を比較したところ、スラリーが 60 および 130 t/ha/年では窒素溶脱が減少し、

190 t/ha/年では増加した（甲田ら, 2007）。一方、酒井ら（2004）は、同じく北海道根釧地方のチモシ

ーを栽培した傾斜草地からの窒素の表面流出を見るための枠試験を行い、化学肥料区に比べ

て、スラリー区（40 t/ha/年）の窒素の表面流出がやや大きいことを示した。 
 有機肥料生産で使用される家畜ふん堆肥にも窒素が含まれるため、化学肥料窒素と同様に、牧

草地や飼料畑に家畜ふん堆肥が施用された後に土壌表面から N2O が大気に放出される。全国５

カ所の草地で実施された調査では、家畜ふん堆肥と化学肥料を併用した場合の家畜ふん堆肥由

来の N2O 発生係数（施用された窒素の量に対して発生した N2O 態窒素の割合）は、化学肥料由

来の N2O 発生係数よりも小さく、また家畜ふん堆肥由来の N2O 発生係数が負の値を示す例もあ

った（Shimizu et al., 2013）。このことは、同量の窒素あたりでは、家畜ふん堆肥は化学肥料よりも

N2O が発生しにくいことを示している。また、無施肥の条件においても、土壌中では土壌有機物が

分解し、これにより無機態窒素が生成し、その結果少量の N2O が発生する。一部の観測地で負の

排出係数を示したことは、家畜ふん堆肥の施用によって土壌有機物分解で生成する無機態窒素

が有機化され、結果として N2O 生成が抑制されたことを表している。一方、北海道のチモシー草地

では、メタン発酵消化液由来と化学肥料由来の N2O 排出係数には差がないことが報告されている

（Sawamoto et al., 2010）。 
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 また家畜ふん堆肥やメタン発酵消化液は、化学肥料と異なり、有機物を含む。この有機物中の炭

素は、飼料作物の光合成に由来するものであり、土壌有機物の形でこの炭素の貯留を進めること

ができれば、大気中の二酸化炭素濃度は低下し、気候変動対策となる。家畜ふん堆肥（大津ら, 
2010; 澤本ら, 2008）やメタン発酵消化液（桑原ら, 2016; 澤本ら, 2008）の連用により、草地や飼料

畑において土壌炭素貯留量が増大することが実証されている。 
 日本の農業では作用スペクトルの広い農薬が使用されるため、農薬施用によって非標的生物に

も影響が及び、しばしば生物多様性の損失要因となっている（池田，2015; Katayama et al., 
2015）。我が国の有機飼料生産では化学合成農薬の使用が認められていないため（農林水産省, 
2018）、無農薬栽培によって生物多様性が保全される効果が期待できる。しかし、有機飼料生産が

生物多様性に及ぼす影響に関する研究は、国内ではほとんど報告がない。一方、海外では酪農

が盛んなヨーロッパの草地で、有機栽培によって植物、非肉食性ゴミムシ類、クモ類で種数が増え

ることが報告されている（Haas et al., 2001; Batáry et al., 2012）。国内の水田を対象とした生物多様

性研究でも、有機栽培によって生物多様性保全効果が認められることが報告されている

（Katayama et al., 2019）。したがって、同様な効果は飼料畑や牧草地であっても十分に期待でき

る。 
 以上から、堆肥等の有機物の特性を充分に把握したうえで、有機飼料生産に取り組むことが大

切であり、有機飼料生産による生産性と環境影響評価について、更なる調査研究を積み重ねるこ

とが求められる。 
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８．国際検討会 

 
令和元年度環境負荷軽減型酪農経営支援効果調査委託事業 

耕畜連携を通じた酪農の窒素利用効率向上に関する国際検討会 

International Workshop on Improving the Nitrogen Use Efficiency in 

Dairy Farming System through Crop-Livestock Integration 

 
 
開催趣旨： 

農林水産省は、全国の酪農家が行う環境負荷軽減の取組（資源循環促進、地球温暖化防止、

生物多様性保全等に関する 9 つのメニュー）を支援するための補助事業である環境負荷軽減型

酪農経営支援事業（以下、「エコ酪事業」という。）を実施している。その中で、「令和元年度環境負

荷軽減型酪農経営支援効果調査委託事業」において、エコ酪事業による環境負荷軽減効果を科

学的手法に基づき評価すると共に、海外及び国内の専門家で構成する国際検討会を開催し、特

に耕畜連携等による堆肥の適正還元に焦点を当て、酪農先進国等との比較検討に基づき、日本

の酪農における環境保全的効果の向上や環境負荷の低減に向けた更なる改善のための提言を

行うことが求められている。これに基づき、今回下記の要領で本会議を開催した。 

 

開催日時：令和 2 年 2 月 12 日(水) 13:00 ～ 2 月 14 日(金) 12:00 

開催場所：つくば国際会議場 2F 中会議室 201 

主 催：環境負荷軽減酪農調査コンソーシアム 

 

議事： 

1) 開会挨拶（コンソーシアム代表）、検討会の趣旨説明 

2) 基調講演（1 件）、海外招へい者講演（3 件）、国内招へい者講演（9 件）及びポスター発表（7

件）、コンソーシアム参画者講演（2 件）及びポスター発表（6 件）、事業の取組み紹介ポスター発表

（9 件） 

3) 提言の取りまとめに向けた全体討議 2 回（1 日目、3 日目） 

4) 閉会挨拶（農水省生産局畜産部畜産企画課） 

 

参加者：計 52 名 

海外専門家 4 名（デンマーク、オーストラリア、オランダ、ブラジル）、国内専門家 25 名（大学 8、県

4、民間 1、国研 1、農水政策研 2、JIRCAS1、農研機構 8）、農水省 2 名（生産局畜産部畜産企画

課）、コンソーシアム参画者及び農環研職員 21 名 
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会議の概要: 

2/12午後の開会セッションでは、農研機構畜産研究部門の池田酪農研究統括監より開会の挨拶、

農研機構農環研の江口ユニット長より検討会の趣旨説明があった。その後のセッション 1 では、

Tommy Dalgaard教授（Aarhus大学、デンマーク）による基調講演 1件、Xia Liang博士（Melbourne

大学、オーストラリア）、佐々木 宏樹博士（農林水産省 農林水産政策研究所）、浅井 真康博士

（農林水産省 農林水産政策研究所）、江口ユニット長による講演 4件があった。その後、総合討論

が行われ、本事業の取りまとめに向けた意見交換が行われた。セッション 1 の後、ポスターセッショ

ン（計 22 題）が行われた。 

2/13 午前のセッション 2 では、Oene Oenema 教授（Wageningen 大学、オランダ）、Paulo César de 

Faccio Carvalho 氏（Rio Grande do Sul 連邦大学、ブラジル）、荻野 暁史上級研究員（農研機構 

畜産研究部門）による講演 3 件が行われた。続いて、2/13 午後のセッション 3 では、三枝 俊哉教

授（酪農学園大学）、中村 真人上級研究員（農研機構 農村工学研究部門）、荒川 祐介グルー

プ長（農研機構 九州沖縄農業研究センター）、廣野 祐平主任研究員（農研機構 果樹茶業研究

部門）、郷内 武博士（茨城県農業総合センター）による講演 5 件が行われた。2 日目は総合討論

が行われなかったが、本事業の取りまとめについて、各参加者からそれぞれ意見を出すこととなり、

それに基づいて、3 日目の総合討論を行うこととなった。 

2/14 午前のセッション 4 では、朝田 景主任研究員（農環研）、堅田 元喜講師（茨城大学）による

講演 2 件が行われた。その後の総合討論では、本事業の取りまとめに含むべき内容や構成につい

て、活発な議論が行われた。セッション 4 の後、農林水産省生産局畜産部畜産企画課 今崎 裕一

課長補佐による閉会挨拶があった。 

 

会議全体について：  

3 日間で 15 題の講演および 22 題のポスター発表が行われた。講演 1 題あたりの時間を長め

（40 分間）に設定したこともあり、質問や議論の時間を十分に確保できた。また、同時通訳のレベル

が高く、日英が入り混じった議論もスムースに進行した。コーヒーブレイクや昼休みも十分長く設定

していたため、ポスター発表も含め、参加者間の情報交換が活発に行われていた。今回の会議で

は、特に、デンマーク、オーストラリア、オランダ、ブラジルといった畜産・酪農国からの報告やそれ

についての検討会中の活発な議論は、畜産・酪農を巡る環境問題や対策についての理解を深め

たと同時に、耕畜連携の重要性や酪農・畜産を含む日本の環境保全型農業が今後進むべき方向

性について、多くの示唆を与えてくれたと感じる。検討会全体を通じて、現在の日本における畜

産・酪農の状況や農地の窒素収支を把握し、今後、耕畜連携を通じた環境にやさしい酪農及び農

畜産業を実現するために取り組むべき課題を共有できたのではないかと考えている。 
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